
2 款 1 項 6 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

公用車の台数 台 104 104 104 103
車検の台数 台 50 45 32 45
低燃費車の導入 台 1 0 0 0

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 12,552 12,410 7,429 11,632

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 795 804 482 804
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.10 0.10 0.06 0.10
人件費単価 7,954 8,042 8,042

804
合計 0 12,410 7,429 11,632

事業費
直接事業費 11,757 11,606 6,946 10,828
人件費 795 804 483

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

職員の安全運転管理庁用自動車等の効率的かつ経済的な配車、整備及び管理

事業の内容

・職員交通安全法令講習会の開催・車検、点検・事故処理

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

公用車運転中の事故を防止するため、安全運転や公用車の管理方法について検討かつ実施する。

事業の対象

根拠法令等
庁用自動車等管理規程

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 財務課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

588
記入者情報 所属長： 新田 亮仙 担当責任者： 武智 博

事務事業名 公用車管理事務



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
度重なる注意喚起にもかかわらず、公用車での事故が多発した。さらなる職員の指導徹底が必要であ
る。

課題認識

　公用車の管理に関して、各課の業務に支障をきたすことのないよう、全体の適正数の確保に向けて管
理していく必要がある。
　安全運転管理に関しては、職員ポータルサイトでのインフォメーションや部課長会を通じた注意喚起にも
関わらず運転中の事故が多発した。公用車の安全運行実現に向けて効果的な施策を考え展開しなけれ
ばならない。



二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

　公用車カーシェアリングの台数確保については、他市の状況を参考とし現在計画中であり、平成29年度
からの実施を目標としている。また、公用車運転中の事故を防止するため、交通安全法令講習会の積極
的な開催やインフォメーション等を利用し、職員に安全運転を啓発しているが、今後も継続する必要があ
る。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 9 11 13 30
実　　績 5 5 0 0

成果指標

成果指標
カーシェアリングの台数

指標設定の
考え方

カーシェアリングを計画的に行うことが、公用車の削減等につながり、しいては、庁用自動車等の効率的かつ
経済的な配車、整備及び管理を行うことができる。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標29年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


